秘密保持契約書
○○○○株式会社（以下「甲」という。）と 崇城大学（以下「乙」という。）とは、○○○○○○○○○（以下「本プロジェクト」という。）を行うにあたり、相手方に開示又は提供する情報の秘密保持について次のとおり契約を締結する。
第1条 （情報開示）
甲及び乙は、甲の○○部門と乙の○○学科：○○○○研究室の間で、自己の所有する情報を、本プロジェクトに必要な範囲内で、自己の裁量により、相手方に相互に開示又は提供する。
第2条 （秘密情報）
本契約における「秘密情報」とは、甲又は乙が相手方に開示した業務情報及び技術情報のうち、次の各号に掲げるものをいう。
(1) 図面、仕様書等の文書、磁気記録媒体、電子記録媒体その他の有体物として開示する場合は、秘密である旨の表示をなした情報
(2) 電子メール等の電気通信回線を介して電子データとして開示する場合は、当該電子データ上に秘密である旨の表示をなした情報
(3) 口頭又は視覚的手段により開示する場合は、開示の際に当該情報が秘密である旨を知らせ、開示後30日以内に当該情報の内容を文書化し、秘密である旨の表示をなして通知した情報
(4) その他甲乙別途協議の上、秘密である旨を書面により確認したもの
第3条 （秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約締結の事実、本プロジェクトの内容及び結果 並びに相手方の秘密情報を秘密に保持するものとし、相手方の事前の文書による承諾を得た場合を除き、これを本プロジェクト以外の目的で使用し、又は第三者に開示若しくは漏洩してはならない。ただし、次の各号の一に該当することを立証できるものについてはこの限りではない。
(1) 相手方から開示を受ける前に、既に公知であったもの
(2) 相手方から開示を受ける前に、既に自己が所有していたもの
(3) 相手方から開示を受けた後に、自己の責によらず公知となったもの
(4) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく合法的な手段により取得したもの
(5) 相手方からの開示によることなく、自己が独自に開発したもの
(6) 管轄官公庁又は法律の要求により開示されるもの
2. 乙は、前項の第三者より株式会社○○○○（以下「甲のグループ会社」という。）を除くことに同意する。ただし、甲は、本契約により自己が負う義務と同等の義務を甲のグループ会社に負わせるものとし、甲のグループ会社の当該義務の遵守について一切の責を負うものとする。
3. 本プロジェクトに参加する学生、助手、講師、教員等（以下、併せて「学生等」という。）について、乙は、甲の秘密情報を学生等に開示することができる。ただし、本契約により自己が負う義務と同等の義務を学生等に負わせることを条件とし、学生等の当該義務の遵守について一切の責を負うものとする。
第4条 （発表）
前条の規定にかかわらず、甲及び乙は、本プロジェクトに関する事項について論文、学会発表等で発表することができる。ただし、当該発表の30日前迄に公表時期及び詳細な内容を相手方に連絡し、相手方の事前の書面による承諾を得ることを条件とする。
第5条 （返却等）
甲及び乙は、本契約が終了したとき又は相手方から請求を受けたときは、相手方の指示に従って、相手方の秘密情報及びその複製物を速やかに返却、廃棄又は削除するものとする。
第6条 （知的財産権）
本プロジェクトの成果について、発明、考案、意匠の創作、著作物等がなされた場合、甲乙協議の上、その持分比率を決定する。
第7条 （有効期間）
本契約の有効期間は、○○年○○月○○日から○○年○○月○○日までとする。ただし、有効期間満了前に甲又は乙から文書による申し出があったときは、甲乙協議のうえこの期間を延長することができる。
第8条 （存続条項）
前条の定めにかかわらず、第2条（秘密情報）及び第3条（秘密保持）の規定は本契約終了後も3年間、第6条（知的財産権）及び本条は期限の定めなくそれぞれ効力を有するものとする。
第9条 （協議）
本契約に定めのない事項又は本契約の条項に疑義が生じた事項については、その都度甲乙誠意をもって協議のうえ決定する。
本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙各自記名押印のうえ各1通を保有する。
　　　　
平成○○年○○月○○日
　　　　　　　　　○○県○○市○○○丁目○○番○○号
　　　　　甲　　　○○○○株式会社
　　　　　　　　　　代表取締役社長　　○　○　○　○　　㊞
熊本県熊本市西区池田４丁目２２番１号
乙　　　崇城大学
　　学　長　　　中　山　峰　男　　㊞
